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2L16 日本の非鉄金属工業に 見るパラダイム 転換期の 

技術革新戦略における 組織の， 潰 ， 性と 事業間スピルオーバー 

0 刊 l@ 応 ( 住友電工 ) , 

1, 背景 : 日本の非鉄金属工業の 興亡 

1. 1   非鉄金属工業の 技術開発努力 

1970 年以降、 日本の非鉄金属工業は 強力な技術開発 

努力によって 事業領域の拡大に 漕進 してきた。 図 1 に 

示されるように 非鉄金属工業の 研究開発強度は 鉄鋼業、 

金属加工業と 比較しても大きい 値を示している。 
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図 1. 日本の鉄鉢、 非鉄金具、 金具加工工業の 研究開発強度の 推移 

く 1980-2002 ノ 

また、 図 2 に示すよ う に非鉄金属工業の 代表的な 6 

社の テクノストックは 一貫して増加しており、 業界全 

体として技術開発に 力が注がれたことを 示している。 
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図 2. 日本の非鉄金具工業 6 社の秒 ノ ストリの推移 け力 Ⅰ 1 卯の -10 億 

渡辺 千何 ( 東工大社会理工学 ) 
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図 3.  日本の非鉄金具工業 6 社の売上高営業利益率の 推移 

け 9 ぼり -J999 ノ ー %0 

この興味深い 現象は、 日本の社会が 情報化社会 ヘパ 

ラダイムを転換させる 中での技術戦略、 なかでも組織 

の慣性と技術スピルオーバが 大きな影響を 与えている 

と考えられる。 以下に、 非鉄金属工業の 技術戦略を振 

り返り、 営業利益率を 低下させた要因を 検討する。 

1.3   非鉄金属工業の 興亡 

戦後の日本の 非鉄金属工業は 興亡を繰り返して 来た 

が 1970 年以降を技術戦略の 変遷の視点から 概観する 

と、 表 Ⅰのように考えられる。 

表 1  日本の非鉄金属工業の 興亡 

  ため 代
中
 

年
 
l
9
7
0
 

 
  

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

す
る
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

決
定
的
 
年
代
 

)
 

 
 

 
 

 
  

 
 
 

 
 

 
 

れ生産性低下 技術開発が伝統的事業に 固執し   技術の限界生産性が 低下 ( 組 

  低の棋性 )   これに伴って 売上高営業利益事も 低下㏄ 980 年代中 

期 -90 年代初期 ) 

              ラタ ・イム転換 伝統的事業から 新規さ業への 転換が進み   伝統的事業から 新規 

  事業への技術 スヒ ・ かれ       もあ り技術の限界生産性の 低下が止ま 

    11990 年代中期 ) 

円 ， 1995 年基準値実質化 

1. 2   非鉄金属工業の 営業利益率の 低下 

Ⅳ停滞 期 伝統的事業から 新規事業への 技術同化が 油渇   伝統的事業から 

新規事業への 技術 スヒ " けヰ " が限界 (1990 年代後期 ) 

ところが、 図 3 に示されるよ う に非鉄金属工業 6 社 

の売上高営業利益率は 1991 年を境に急減している。 

                              床徒に多くの 産業からの技術 スヒ ・ ル什       による回復に 期待㏄ 000 

  ン期 年代初期 ) 
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2,  非鉄金属工業の 技術の限界生産性 

2. 1   技術の限界生産性 ( 皿 T) の低下 

テクノストックが 増加するにも 係 わらず営業利益率 

が低下する要因を 検討するため、 技術の生産性の 推移 

を 分析する。 技術の限界生産性 (MPT) は、 売上高 S が テ 

ク / ストック T の生産関数として㎞ S 三カ 十 B ㎞ r 

と 表されるとき、 MPPT 三亜二三で表される。 図 4   
引 nT T 

に 示すよ う に非鉄金属工業 6 社の技術の限界生産性は 

1980 年代半ばから 低下している。 
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図 4. 非鉄金属工業の 廿Ⅰの 推 例 1980-1999) 

2. 2   oIs に与える 腱 T の効果 

表 2 は、 非鉄金属工業 6 社について MPT と OIS 

の関係を示したものであ る。 ここで、 

lnoIS 二カ +B ㎞ S+C¥nMPT-n+L ㌔ + 二㍉ 

・ 0 仏辞 二カ 十 BS+C 五ん PT 一 "+L し +L ㌧ 

Do 巨 Ⅴ   l 千 e(- Ⅲ り ) はダミー係数で、 1987 年で 

ア圭 0 ， 0 百 0 ・ 98 カ ニ 0 ・ 00 のロジステック 

関数。 めは各社ごとの 定数 ダミ 一で、 マクロ経済およ 

び各社の経営上のイベントに 対応して決定した。 技術 

の限界生産性 MPT の下付数字 -n は 祀 T の変化が OIS に 

先行する年数を 示す。 ここに示されるように、 技術の 

限界生産性は、 分析した 6 社において 0-5 年先行して 

変化している。 このことは、 MPT の低下が OTS 低下要 

因となっていることを 示している 

表 2 非 鉄金貝工業 6 社の佃 T と OIS の相関   

   
 

  
  

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
  
 

 
 

  

  
    

 
 

 
  

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  

 

 
 

 
  

 

 
 

 
  

 

 
 

  

        
    

 
 

 
  

 
 
 

 
  

 
 
 

 
 

 
  

 

 
  

 

      
          

       
 

  

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
  
 

 
 

 
 

  

3. 技術の限界生産性低下の 要因 

次に技術の限界生産性の 低下の要因を 分析する。 

非鉄金属工業の 特色であ る技術革新に よ る多角化 

に着目し、 企業内の事業分野机する。 分析対象とし 

て 、 非鉄金属工業の 代表的企業であ る住友電工を 選 

択した。 

3. 1   住友電工の事業分野別のテクノストが 

事業分野ごとの MPT を推計するために、 まず事業余 

野 ごとのテクノストックを 推計する。 

住友電工の技術ジャーナル「 SEI テクニカルレビュー 

( 住友電気 ) 」に発表された 技術論文について 事業分野 

ごとに集計した。 事業分野 ソの 技術論文教弓を 研究開 

発費ヰ およびテクノストックんの 生産関数とすると   

コブ・ダバラス 型の生産関数を 仮定して   (1) 

となる。 分析対象とする 1980 年から 1999 年までの住 

友電工の事業分野は、 伝統的事業であ る電線ケーブル 

事業分野、 特殊線事業分野、 粉末合金事業分野の 3 分 

野と新規事業分野に 大別 t れる。 ここで ソ は以下の事 

業を示す。 

ナ 0: 住友電工全体 

ナ 1: 電線ケーブル 事業分野 
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ナ 2: 特殊線事業分野 

方 3: 粉末合金事業分野 

ナ 4: 新規事業分野 

住友電工では 事業分野ごとに 研究開発のマネジメン 

トが 大きく変わらないことから (1) がすべての ソ につ 

いて成立すると 判断できる。 そこで、 会社全体の研究 

開発費 弗と SEI テクニカルレビュ 一の掲載論文教弗 

の関係 

¥nP, 二 Ⅰ 曲 鳴戸 十 0.47ln 凡 + 抽 8Z),  a 佑 Ⅲ， 0 ・ 874,DWWI.49  がどの 

ソは ついても成立することから、 & 。 

らが導かれる。 図 5 は、 1980 年代半ばから 新規事業 

のテクノストックが 急増していることを 示している。 

電線ケープル 
      -@ ‥特殊線 

粉末合金     
トー 上 １１ @%- ヘ Ⅹ ニ 1 ノ 
へト           

1 。 ' 。 1982 1984 198 。 1988 19%0 '9%2 1 の。 '9%6 1 の ' 

図 5. 住友名工の事業分野 拝め テクノストリ 推移の推計 け姉一 

199 の -10 億円、 1995 年基準実質 値 

3.2   事業部門別の 技術の限界生産性 

技術の限界生産性 冊 T を、 伝統的事業と 新規事業で 

比較する。 MPT は事業分野ごとの 売上高とテクノスト 

、 ソク から導かれる。 
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 図 6. 住友 宙ェめ 伝統的事業と 新規事業のⅥの 推移行四 ヨ 卯の 

図 6 は、 伝統的事業を 代表する電線ケーブル 事業と 

新規事業、 および会社の MPT の推移を比較したもので 

あ る。 これは新規事業の MPT の低下が全社の MPT の低 

下の要因となっていること、 および新規事業の MPT が 

伝統的事業の MPT 低下を緩和していることを 示してい 

る。 

4.  パラダイム転換期の 技術戦略 

4. 1   組織の慣性 

図 7 に電線ケーブル 事業と新規事業のテクノストッ 

クの相関を示す。 1980 年から 1989 年の期間、 伝統的 

事業と新規事業のテクノストックはともに 増加し、 両 

者は補完関係にあ った。 1990 年から 1999 年までの間 

は伝統的事業のテクノストックが 低下し、 新規事業の 

テクノストックが 増加している。 この期間、 新規事業 

が 伝統的事業に 代替している。 すな む ち、 1989 年まで 

の期間は、 組織の慣性によって 新規事業への 代替が行 

われなかったが、 1990 年になって技術戦略の 転換が図 

られたことを 示している。 

蟹詔 @ 拐 l998 1 り 6 

  

      
図 7. 住友名エ 0 秒 ノ ストリの 宙線月ァ，か から新規事業への 推移 

け gB0 づ卯の -10 億 H,199 。 年 基準実質 値 

4.2   事業分野間の 技術スピルオーバ 

(1) 技術同化能力の 推移 

テクノストックの 新規事業への 転換の要因を 分析 

するために、 伝統的事業から 新規事業への 技術の 

同化能力の推移を 図 8 に示す。 これは、 伝統的事 

業から新規事業への 技術同化が、 新規事業の技術 

の限界生産性向上の 要因となっていることを 示し 

ている。 
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スピルオーバ 源 としての役割には 限界があ ることがわ 

かる。 

5. 2   ュヒ ，キタス社会での 生存戦略への 示唆 

非鉄金属工業のように、 技術革新によって 発展して 

きた製造業にとって、 経済のサービス 化が進行する 中 

では、 従来の伝統的事業を 技術スピルオーバ 源 とした 

多角化には限界があ り、 業界の外の技術、 あ るいは製 

造業の外からのスピ 朋 - バ 源を見出すことが 肝要であ る。 
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